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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３．第112期中の中間純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準の早期適用に伴う減損損失の計上等によるもの

であります。 

４．第113期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

 

回次 第112期中 第113期中 第114期中 第112期 第113期 

会計期間 

自平成17年 
３月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成18年
３月１日 

至平成18年 
８月31日 

自平成19年
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成17年
３月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
３月１日 

至平成19年 
２月28日 

売上高（百万円） 157,182 157,726 144,781 323,303 324,564

経常利益（百万円） 3,507 2,057 1,467 6,723 5,477

中間(当期)純利益又は中間純
損失（△）（百万円） 

25 2,253 △129 2,743 3,939

純資産額（百万円） 13,617 18,266 18,441 17,163 19,896

総資産額（百万円） 185,226 161,292 161,981 178,087 152,513

１株当たり純資産額（円） 51.82 69.43 69.85 65.29 75.51

１株当たり中間(当期)純利益
又は中間純損失（△）（円） 

0.10 8.58 △0.49 10.42 14.99

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 7.4 11.3 11.3 9.6 13.0

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

8,774 △2,070 741 8,739 △5,130

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

3,711 17,959 △14,665 6,880 23,095

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△9,178 △15,190 13,081 △15,552 △17,328

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（百万円） 

10,499 7,958 7,125 7,260 7,897

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

4,053 
［2,401］

3,891
［2,513］

3,847
［2,873］

3,959 
［2,385］

3,831
［2,512］



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３．第112期中の中間純損失となった主たる要因は、固定資産の減損に係る会計基準の早期適用に伴う減損損失の計上等によ

るものであります。 

４．第113期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

 

回次 第112期中 第113期中 第114期中 第112期 第113期 

会計期間 

自平成17年 
３月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成18年
３月１日 

至平成18年 
８月31日 

自平成19年
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
３月１日 

至平成19年 
２月28日 

売上高（百万円） 148,756 142,857 131,567 300,700 296,309

経常利益（百万円） 2,721 2,192 1,292 5,747 5,037

中間(当期)純利益又は中間純
損失（△）（百万円） 

△676 2,530 281 1,039 2,683

資本金（百万円） 13,252 13,252 13,252 13,252 13,252

発行済株式総数（千株） 265,042 265,042 265,042 265,042 265,042

純資産額（百万円） 16,978 20,865 19,785 19,489 20,935

総資産額（百万円） 169,041 142,693 147,283 160,610 138,352

１株当たり純資産額（円） 64.60 79.39 75.29 74.16 79.66

１株当たり中間(当期)純利益
又は中間純損失（△）（円） 

△2.57 9.63 1.07 3.95 10.21

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 2.50 4.00

自己資本比率（％） 10.0 14.6 13.4 12.1 15.1

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

3,075 
［1,871］

2,882
［1,895］

2,749
［1,848］

2,960 
［1,828］

2,831
［1,890］



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 特に記載すべき事項はありません。 

  

  

  平成19年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

百貨店業 2,772［1,897］ 

卸・小売業 200［  87］ 

その他事業 875［ 889］ 

合計 3,847［2,873］ 

  平成19年８月31日現在

従業員数（人） 2,749［1,848］ 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加が続くなど、緩やかな景気回復基調をた

どりました。一方、個人消費は雇用情勢の改善による持ち直しの動きがあるものの力強さを欠いたものとなりました。百貨店

業界におきましては、他業態との競合激化や天候不順の影響もあり、全国百貨店売上高が一部の月を除き前年実績を下回るな

ど、依然として厳しい環境が続きました。 

 このような状況のもと、当社グループは、営業力強化をはじめとする諸施策を実施し、業績向上に懸命の努力を傾けてまい

りました。 

 しかしながら、当中間連結会計期間の業績は売上高144,781百万円（前年同期比8.2％減）、営業利益1,546百万円(前年同期

比21.5％減)、経常利益1,467百万円(前年同期比28.7％減)、中間純損失は129百万円(前年同期は2,253百万円の中間純利益)と

なりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

＜百貨店業＞ 

 百貨店業におきましては、まず、商圏内の競合商業施設との差別化を図るため、奈良店が入居する「ならファミリー」の

専門店部分を新たに借り増し、婦人服売場の拡大を柱とする改装を実施いたしました。生駒店においては婦人服・婦人洋品

売場および食料品売場の改装を、上本町店においては集客力を強化すべく催事場を拡大するとともに子供服売場の改装を実

施いたしました。また、開業70周年を迎えた阿倍野店においては、記念事業として有名老舗店創業当時の味を再現した限定

商品の販売や「ターシャ・テューダーの世界展」など話題性のあるイベントを実施し、集客力の強化に努めました。 

 次に、経営資源を大阪・奈良地区に集中させることとし、上本町店の土地建物および生駒店の土地建物一部を取得いたし

ました。この結果、賃借料が減少し収益構造の強化を図ることができました。また、当社およびグループ百貨店３社のＰＯ

Ｓ（販売時点情報管理）用コンピュータを統合・一括更新することにより、処理能力の向上を図るとともに、統合したコン

ピュータシステムを利用して当社グループにおける友の会お買物券のカード化を進めるなど、横断的な取り組みを可能とす

る基盤を構築いたしました。 

 以上のような諸施策を講じましたが、当中間連結会計期間の売上高は、131,800百万円（前年同期比7.9％減）、営業利益

は1,045百万円（前年同期比30.4％減）となりました。 

＜卸・小売業＞ 

 卸・小売業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は、4,895百万円（前年同期比15.1％減）、営業利益は87百万円

（前年同期は30百万円の営業損失）となりました。 

＜その他事業＞ 

 その他事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は8,085百万円（前年同期比8.7％減）、営業利益は286百万円

（前年同期比29.7％減）となりました。 

  

 所在地別セグメント情報については、該当事項がないのでその区分による業績の記載は行っていません。 

  

 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ772百万円減少し、7,125百万円

となりました。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、「税金等調整前中間純利益」が341百万円（前年同期比93.2％減）となり、年金

資産の外部拠出による「退職給付引当金の減少額」△1,587百万円や「仕入債務の減少額」△1,679百万円があったものの、

「商品券等引換損失引当金の増加額」1,565百万円、「売上債権の減少額」920百万円、「たな卸資産の減少額」879百万円等に

より、前年同期に比べ2,812百万円増加し、741百万円の収入となりました。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、当社が上本町店の土地建物および生駒店の土地建物一部を取得したことやその

他改装に伴う「有形固定資産の取得による支出」△16,907百万円等により、前年同期に比べ32,624百万円減少し、14,665百万

円の支出となりました。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、固定資産の取得に伴う借入金の増加等により、前年同期に比べ28,271百万円増

加し、13,081百万円の収入となりました。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績は、その他事業の一部に実績がありますが、当社グループ全体の事業活動に占める比

重は極めて低いため、記載を省略しております。 

  

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

 

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

品名 売上高（百万円） 前年同期比（％）

百貨店業 

衣料品 39,454 91.0 

身回品 12,430 94.1 

家庭用品 9,675 95.9 

食料品 39,564 94.7 

食堂・喫茶 5,116 97.7 

雑貨 21,496 86.0 

サービス 933 96.3 

その他 3,195 89.8 

計 131,866 92.1 

卸・小売業 

雑貨 857 93.3 

食料品 4,441 89.3 

その他 2,652 86.7 

計 7,952 88.8 

その他事業 

製造・卸売 1,446 101.7 

その他 12,155 95.7 

計 13,601 96.3 

消去 △8,638 － 

合計 144,781 91.8 



３【対処すべき課題】 

 百貨店業界においては、大手百貨店を中心とする各社の経営統合が相次ぐ中、大阪地区では、同業他社の出店や増床が計画さ

れており、当社グループを取り巻く経営環境は一層の厳しさを増すものと認識しております。このような状況の中で、地域間競

争に打ち勝ち、新たな成長を期するため阿倍野店の建替え計画を柱とする「近鉄百貨店グループ第２次中長期経営計画」を策定

し、新・阿倍野店開業を見据えた営業強化策を講じる一方、第１次中期経営計画に引き続き次の４つの柱を基本方針とする経営

構造改革に取り組みます。 

(1）営業力の強化 

 商品情報、顧客情報に関する情報システムを抜本的に更新するとともに、商品担当部門の大幅な増強による商品力の強化と

自主経営売場の拡大に努め、粗利益率の向上を図ります。また、接客技術や商品知識の一層の向上を推進するほか、売り逃し

防止のための売場運営手法を確立します。さらに、新規催事や話題性の高いイベントの開発等により集客力の強化に取り組み

ます。 

  

(2）各店の方向性の確立 

 各店の位置づけと役割分担を明確化し、中核店の収益力強化に取り組む一方、抜本的構造改革による不採算店の一掃を図り

ます。 

  

(3）業務改革に基づく高効率経営 

 営業・事務両部門について業務内容を見直し、業務の標準化と効率化を推進します。具体的には、売場運営業務の標準化と

職務分担を明確化することにより社員が販売に専念できる体制を確立するとともに、事務部門のスリム化を推進します。 

  

(4）グループ戦略 

 中部近鉄百貨店、和歌山近鉄百貨店および近鉄松下百貨店との連携をさらに強化し、商品の共同仕入れを一層拡大させ売れ

筋商品の確保、原価率の低減を図るとともに、後方業務効率化のためのインフラ整備等により経営の効率化を図ります。ま

た、子会社については、その存在意義を再検討し今後の成長が見込める会社へ積極的に経営資源を投入します。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、賃借設備の一部を取得したことにより、下記の設備が新たに主要な設備となりました。 

提出会社 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業 
員数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

上本町店 
（大阪市天王寺区） 

百貨店業 
店舗用建物及び
土地 

1,164 －
10,984
(8,653)

1 12,150 －

生駒店 
（奈良県生駒市） 

百貨店業 
店舗用建物及び
土地 

1,917 －
1,717

(1,952)
－ 3,635 －



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,000,000,000 

計 1,000,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 
（平成19年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年11月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 265,042,800 同左
大阪証券取引所
市場第一部 

－ 

計 265,042,800 同左 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成19年３月１日～
平成19年８月31日 

－ 265,042,800 － 13,252 － 266



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記のほか、当社が保有する自己株式が2,241千株あります。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（りそな信託銀行再信託分・近畿日本鉄道㈱退職給付信託口）の所有株式は、近

畿日本鉄道㈱が所有していた当社株式をりそな信託銀行㈱に信託したものが、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱に

再信託されたもので、議決権行使の指図権は近畿日本鉄道㈱に留保されております。 

３．近鉄共栄持株会は、当社の取引先企業で構成されている持株会であります。 

４．中林仁良氏は、平成19年７月15日に逝去されましたが、平成19年８月31日現在株式名義書換手続き未済のため株主名簿

上の名義で記載しております。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含まれております。 
 

    平成19年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

近畿日本鉄道株式会社 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 169,008 63.77 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 
（りそな信託銀行再信託分・
近畿日本鉄道株式会社退職給
付信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 15,548 5.87 

近鉄共栄持株会 大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目１番43号 6,878 2.60 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 5,000 1.89 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（常任代理人 日本マスター
トラスト信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
（東京都港区浜松町２丁目11番３号） 
  

3,000 1.13 

近鉄百貨店社員持株会 大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目１番43号 2,989 1.13 

近畿日本ツーリスト株式会社 東京都千代田区神田松永町19番の２ 2,566 0.97 

近鉄保険サービス株式会社 大阪市天王寺区上本町５丁目７番12号 2,200 0.83 

中林仁良 京都市東山区 2,179 0.82 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 2,000 0.75 

株式会社東京スタイル 東京都千代田区麴町５丁目７番地１ 2,000 0.75 

計 － 213,369 80.50 

  平成19年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,357,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式262,455,000 262,455 － 

単元未満株式 普通株式  230,800 －
１単元（1,000株）

未満株式 

発行済株式総数 265,042,800 － － 

総株主の議決権 － 262,455 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 

      平成19年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

（自己保有株式） 
株式会社近鉄百貨店 

大阪市阿倍野区阿倍
野筋１丁目１番43号 

2,241,000 － 2,241,000 0.85

（相互保有株式） 
株式会社近商ストア 

大阪府松原市上田３
丁目８番28号 

116,000 － 116,000 0.04

計 － 2,357,000 － 2,357,000 0.89

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

高（円） 273 264 258 275 263 254 

低（円） 248 242 245 249 248 230 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間

連結財務諸表および前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務諸表について、ならびに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の中間連結

財務諸表および当中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人によ

り中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金     8,349 7,496   8,269 

２．受取手形及び売掛
金 

    15,391 15,138   15,919 

３．有価証券 ※２   3 9   － 

４．たな卸資産 ※３   16,055 15,541   16,458 

５．繰延税金資産     765 1,059   686 

６．その他     11,112 6,744   5,978 

７．貸倒引当金     △200 △195   △213 

流動資産合計     51,478 31.9 45,795 28.3   47,098 30.9

Ⅱ 固定資産          

(1）有形固定資産 ※１        

１．建物及び構築物 ※３ 36,507   38,743    36,499  

２．土地 ※３ 21,425   34,150 21,448  

３．その他   3,817 61,749 3,478 76,373 3,507 61,456 

(2）無形固定資産     736 1,089   796 

(3）投資その他の資産          

１．投資有価証券 ※2、5 10,384   9,446 10,406  

２．長期貸付金   513   486 501  

３．保証金及び敷金   30,918   25,546 28,581  

４．繰延税金資産   4,088   1,920 2,329  

５．その他 ※４ 3,476   3,452 3,491  

６．貸倒引当金   △2,053 47,328 △2,128 38,723 △2,148 43,161 

固定資産合計     109,814 68.1 116,186 71.7   105,414 69.1

資産合計     161,292 100.0 161,981 100.0   152,513 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形及び買掛
金 

    27,025 24,918   26,599 

２．短期借入金 ※3、6   21,240 30,528   22,344 

３．未払法人税等     1,513 274   168 

４．商品券     13,510 13,289   13,106 

５．預り金     36,167 32,302   32,639 

６．賞与引当金     622 663   703 

７．商品券等引換損失
引当金 

    － 1,565   － 

８．その他     7,146 6,235   7,560 

流動負債合計     107,225 66.5 109,777 67.8   103,122 67.6

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金 ※3、6   17,483 20,192   14,242 

２．繰延税金負債     82 82   82 

３．退職給付引当金     14,526 10,206   11,793 

４．その他     3,707 3,281   3,375 

固定負債合計     35,800 22.2 33,763 20.8   29,494 19.4

負債合計     143,025 88.7 143,540 88.6   132,617 87.0

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     13,252 8.2 13,252 8.2   13,252 8.7

２．資本剰余金     273 0.2 273 0.1   273 0.2

３．利益剰余金     3,610 2.2 4,217 2.6   5,296 3.5

４．自己株式     △228 △0.1 △230 △0.1   △229 △0.2

株主資本合計     16,908 10.5 17,512 10.8   18,592 12.2

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券評
価差額金 

    1,336 0.8 841 0.5   1,250 0.8

評価・換算差額等 
合計 

    1,336 0.8 841 0.5   1,250 0.8

Ⅲ 少数株主持分     21 0.0 86 0.1   52 0.0

純資産合計     18,266 11.3 18,441 11.4   19,896 13.0

負債及び純資産合計     161,292 100.0 161,981 100.0   152,513 100.0

           



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     157,726 100.0 144,781 100.0   324,564 100.0

Ⅱ 売上原価     118,913 75.4 109,122 75.4   244,545 75.3

売上総利益     38,812 24.6 35,659 24.6   80,018 24.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   36,844 23.4 34,113 23.5   74,880 23.1

営業利益     1,968 1.2 1,546 1.1   5,138 1.6

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息   21   26 48  

２．受取配当金   37   51 51  

３．施設賃貸料   174   171 350  

４．未請求債務整理益   226   527 427  

５．カード利用手数料   86   88 175  

６．固定資産受贈益   61   2 64  

７．持分法による投資
利益 

  34   － 208  

８．その他   164 807 0.5 229 1,097 0.7 436 1,762 0.5

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息   375   447 700  

２．固定資産除却損   67   85 140  

３．商品券等引換損失
引当金繰入額 

  －   317 －  

４．持分法による投資
損失 

  －   107 －  

５．その他   274 718 0.4 218 1,175 0.8 583 1,423 0.4

経常利益     2,057 1.3 1,467 1.0   5,477 1.7

Ⅵ 特別利益          

１．投資有価証券売却
益 

  －   560 －  

２．固定資産売却益 ※２ 4,977 4,977 3.1 － 560 0.4 4,977 4,977 1.5

Ⅶ 特別損失          

１．商品券等引換損失
引当金繰入額 

  －   1,565 －  

２．固定資産除却損 ※３ 320   121 371  

３．貸倒引当金繰入額 ※４ 1,500   － 1,500  

４．関係会社株式評価
損 

  125  
－ 

125  

５．投資有価証券売却
損 

  87   － 87  

６．店舗閉鎖損失 ※５ － 2,032 1.3 － 1,686 1.2 465 2,549 0.8

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    5,002 3.1 341 0.2   7,904 2.4

法人税、住民税及
び事業税 

  1,371   133 661  

法人税等調整額   1,335 2,707 1.7 303 437 0.3 3,231 3,893 1.2

少数株主利益     41 0.0 34 0.0   72 0.0

中間(当期)純利益
又は中間純損失
（△） 

    2,253 1.4 △129 △0.1   3,939 1.2

           



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

  

 （注） 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

13,252 273 2,020 △227 15,318

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）   △657   △657

役員賞与（注）   △6   △6

中間純利益   2,253   2,253

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

    －

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

－ － 1,590 △0 1,590

平成18年８月31日残高 
（百万円） 

13,252 273 3,610 △228 16,908

  

評価・換算差
額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金 

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

1,844 △19 17,143

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注）   △657

役員賞与（注）   △6

中間純利益   2,253

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

△508 41 △467

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

△508 41 1,122

平成18年８月31日残高 
（百万円） 

1,336 21 18,266



当中間連結会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日残高 
（百万円） 

13,252 273 5,296 △229 18,592

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当   △1,051   △1,051

中間純損失   △129   △129

自己株式の取得   △1 △1

自己株式の処分   0 0 0

連結子会社増加に伴う増加
額 

  102   102

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

    －

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

－ 0 △1,078 △1 △1,080

平成19年８月31日残高 
（百万円） 

13,252 273 4,217 △230 17,512

  

評価・換算差
額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金 

平成19年２月28日残高 
（百万円） 

1,250 52 19,896

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当   △1,051

中間純損失   △129

自己株式の取得   △1

自己株式の処分   0

連結子会社増加に伴う増加
額 

  102

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

△408 33 △374

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

△408 33 △1,454

平成19年８月31日残高 
（百万円） 

841 86 18,441



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

  

 （注） 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

13,252 273 2,020 △227 15,318

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △657   △657

役員賞与（注）   △6   △6

当期純利益   3,939   3,939

自己株式の取得   △1 △1

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純
額） 

    －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円） 

－ － 3,276 △1 3,274

平成19年２月28日残高 
（百万円） 

13,252 273 5,296 △229 18,592

  

評価・換算差
額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金 

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

1,844 △19 17,143

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当（注）   △657

役員賞与（注）   △6

当期純利益   3,939

自己株式の取得   △1

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純
額） 

△594 72 △521

連結会計年度中の変動額合計
（百万円） 

△594 72 2,752

平成19年２月28日残高 
（百万円） 

1,250 52 19,896



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  5,002 341 7,904 

減価償却費   1,818 1,894 3,709 

貸倒引当金の増減額   1,583 △38 1,691 

賞与引当金の減少額   △173 △54 △92 

退職給付引当金の減
少額 

  △2,755 △1,587 △5,487 

商品券等引換損失引
当金の増加額 

  － 1,565 － 

受取利息及び受取配
当金 

  △59 △77 △99 

支払利息   375 447 700 

持分法による投資損
益 

  △34 107 △208 

固定資産売却益   △4,977 － △4,977 

固定資産除却損   388 207 512 

関係会社株式評価損   125 － 125 

投資有価証券売却益   － △560 － 

投資有価証券売却損   87 － 87 

売上債権の増減額   △1,263 920 △1,846 

たな卸資産の増減額   234 879 △115 

仕入債務の増減額   1,458 △1,679 1,035 

その他流動資産の増
減額 

  △646 523 △341 

その他流動負債の減
少額 

  △634 △1,579 △4,066 

その他固定負債の減
少額 

  △28 △11 △21 

役員賞与の支払額   △6 － △6 



 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

その他営業活動によ
るキャッシュ・フロ
ー 

  60 △112 △74 

小計   555 1,185 △1,570 

利息及び配当金の受
取額 

  59 77 98 

利息の支払額   △404 △390 △733 

法人税等の支払額   △2,281 △131 △2,925 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,070 741 △5,130 

    

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △2,391 △371 △2,681 

定期預金の払戻によ
る収入 

  391 371 701 

有形固定資産の取得
による支出 

  △2,417 △16,907 △4,305 

有形固定資産の売却
による収入 

  21,761 3 21,832 

無形固定資産の取得
による支出 

  △31 △364 △146 

無形固定資産の売却
による収入 

  0 － － 

投資有価証券の取得
による支出 

  △1 △18 △4 

投資有価証券の売却
による収入 

  261 722 315 

短期貸付金の貸付に
よる支出 

  △35,116 △17,802 △71,121 

短期貸付金の回収に
よる収入 

  35,792 16,773 76,735 

保証金及び敷金の差
入による支出 

  △5 △20 △386 

保証金及び敷金の返
還による収入 

  193 3,055 2,573 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

預り保証金の返還に
よる支出 

  △547 △104 △534 

預り保証金の受入に
よる収入 

  39 12 74 

その他投資活動によ
るキャッシュ・フロ
ー 

  30 △13 43 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  17,959 △14,665 23,095 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額 

  △7,718 6,854 △7,113 

長期借入れによる収
入 

  50 15,200 1,450 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △6,864 △7,921 △11,006 

自己株式の取得によ
る支出 

  △0 △1 △1 

配当金の支払額   △657 △1,051 △657 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △15,190 13,081 △17,328 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

  697 △842 637 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  7,260 7,897 7,260 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及
び現金同等物増加高 

  － 70 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  7,958 7,125 7,897 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社９社を連結の範囲に含

め、２社を連結の範囲から除外し

ております。非連結子会社は、売

上高、総資産、中間純損益（持分

に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等の観点から

みていずれも小規模であり、全体

としても中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないものでありま

す。 

 子会社10社を連結の範囲に含

め、１社を連結の範囲から除外し

ております。非連結子会社は、売

上高、総資産、中間純損益（持分

に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等の観点から

みていずれも小規模であり、中間

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

さないものであります。 

 子会社９社を連結範囲に含め、

２社を連結の範囲から除外してお

ります。非連結子会社はいずれも

小規模であり、総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼさないためで

あります。主要な連結子会社名

は、「第１ 企業の概況 ４．関

係会社の状況」に記載しているた

め、省略しました。 

主要な非連結子会社；㈱Ｋサポー

ト 

  

  ［連結子会社名］ ［連結子会社名］ 

  ㈱近鉄友の会、㈱ビッグウィ

ル、㈱シュテルン箕面、㈱ジャ

パン・シーフーズ、㈱ボナビ、

㈱近創インテリア、近畿配送サ

ービス㈱、㈱くらし科学研究

所、ミディ総合管理㈱ 

㈱近鉄友の会、㈱ビッグウィ

ル、㈱シュテルン箕面、㈱ジャ

パン・シーフーズ、㈱ボナビ、

㈱近創インテリア、近畿配送サ

ービス㈱、㈱くらし科学研究

所、ミディ総合管理㈱、㈱Ｋサ

ポート 

 なお、重要性の観点から新た

に㈱Ｋサポートを当中間連結会

計期間から連結の範囲に含めて

おります。 

  ［非連結子会社名］ ［非連結子会社名］ 

  （持分法非適用） （持分法非適用） 

  ㈱Ｋサポート、丸物不動産㈱ 丸物不動産㈱ 

２．持分法の適用に関する事

項 

 関連会社３社に対する投資につ

いて持分法を適用しております。

持分法を適用していない会社（非

連結子会社２社および関連会社の

うち１社）は、中間連結純損益お

よび利益剰余金等の観点からみて

いずれも小規模であり、全体とし

ても中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼさないものであります。 

 関連会社３社に対する投資につ

いて持分法を適用しております。

持分法を適用していない会社（非

連結子会社１社および関連会社の

うち１社）は、中間連結純損益お

よび利益剰余金等の観点からみて

いずれも小規模であり、全体とし

ても中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼさないものであります。 

 持分法適用の関連会社は、㈱中

部近鉄百貨店、㈱近鉄松下百貨

店、㈱近商ストアの３社でありま

す。 
 また、㈱近商ストアののれん相

当額については、20年間の均等償

却を行っております 
 持分法を適用していない非連結

子会社（㈱Ｋサポート、丸物不動

産㈱）および関連会社（生駒都市

開発㈱）は、それぞれ連結純損益

および利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため持分法の適用範

囲から除外しました。 
  

  ［持分法適用関連会社名］ ［持分法適用関連会社名］ 

  ㈱中部近鉄百貨店、㈱近鉄松下

百貨店、㈱近商ストア 

㈱中部近鉄百貨店、㈱近鉄松下

百貨店、㈱近商ストア 

  ［持分法非適用関連会社名］ ［持分法非適用関連会社名］ 

  生駒都市開発㈱ 生駒都市開発㈱ 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち㈱シュテルン

箕面の中間決算日は６月末日、他

の連結子会社の中間決算日は当社

と同じく８月末日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間決算日現在の中間財

務諸表を使用しております。ただ

し、中間連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま

す。 

同左  連結子会社のうち㈱シュテルン

箕面の決算日は12月末日、他の連

結子会社の決算日は当社と同じく

２月末日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、決算日現在の財務諸表を使用

しております。ただし、連結決算

日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整

を行っております。 



 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 有価証券 有価証券 

１．満期保有目的の債券 １．満期保有目的の債券 １．満期保有目的の債券 

   償却原価法（定額法） 同左 同左 

  ２．その他有価証券 ２．その他有価証券 ２．その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

同左  決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産 

  商品 商品 商品 

   主として売価還元法による原

価法 

同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   主として移動平均法による原

価法 

同左 同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

主として定額法 同左 同左 

  無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 

  定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

同左 同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金などの貸倒

れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   従業員賞与の支給に備えて、

支給見込額のうち当中間連結会

計期間対応分を計上しておりま

す。 

同左  従業員賞与の支給に備えて、

支給見込額のうち当連結会計年

度対応分を計上しております。 

  ③    ───── ③ 商品券等引換損失引当金 ③    ───── 
     一定期間経過後に収益に計上

した未引換の商品券等につい

て、将来の引換時に発生する損

失に備えるため、過去の実績に

基づく将来の引換見込額を計上

しております。 

  



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  ④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

 会計基準変更時差異について

は15年による按分額を費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から、費用

処理しております。 

 過去勤務債務は、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（14年）による定額

法により、発生年度から費用処

理しております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年

度末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

 会計基準変更時差異について

は15年による按分額を費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から、費用

処理しております。 

 過去勤務債務は、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（14年）による定額

法により、発生年度から費用処

理しております。 

  

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているの

で特例処理を採用しておりま

す。 

同左 同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段） （ヘッジ手段） （ヘッジ手段） 

  金利スワップ 同左 同左 

  （ヘッジ対象） （ヘッジ対象） （ヘッジ対象） 

  借入金の利息 同左 同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っておりま

す。 

同左 同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの想定元本、利

息の受払条件（利子率、利息の

受払日等）および契約期間がほ

ぼ同一であり、金利スワップの

特例処理の要件を満たしている

ため有効性の評価を省略してお

ります。 

同左 同左 

(6）消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなってお

ります。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヵ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 



会計処理の変更 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 
────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は18,244百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

   当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は19,843百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

────── （有形固定資産の減価償却の方法） ────── 

   当中間連結会計期間から、平成19

年度の法人税法改正（（所得税法等

の一部を改正する法律 平成19年３

月30日 法律第６号）および（法人

税法施行令の一部を改正する政令 

平成19年３月30日 政令第83号））

に伴い、平成19年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

 なお、この変更に伴う当中間連結

会計期間の損益に与える影響は軽微

であります。 

  

────── （商品券等引換損失引当金の計上） ────── 

   一定期間経過後に収益に計上した

未引換の商品券等について、従来、

引換時に損失処理しておりました

が、「租税特別措置法上の準備金及

び特別法上の引当金又は準備金並び

に役員退職慰労引当金等に関する監

査上の取扱い」（日本公認会計士協

会 平成19年４月13日 監査・保証

実務委員会報告第42号）が公表され

たことに伴い、当中間連結会計期間

から、将来の引換時に発生する損失

に備えるため、過去の実績に基づく

将来の引換見込額を商品券等引換損

失引当金として計上しております。 

 この変更により、当期首時点で計

上すべき過年度の引当金繰入相当額

1,565百万円を特別損失として計上

しております。なお、前中間連結会

計期間と同一の方法によった場合と

比較して、経常利益が０百万円減少

し、税金等調整前中間純損失が

1,565百万円増加しております。 

  



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

（中間連結損益計算書） ―――――― 

 「カード利用手数料」は、前中間連結会計期間におい

ては営業外収益の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、営業外収益の合計の100分の10を超えたため当中

間連結会計期間において区分掲記いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「その他」

に含まれている「カード利用手数料」は81百万円であり

ます。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成19年２月28日） 

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額 

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額 

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額 

51,895百万円 53,862百万円 53,107百万円 

※２ このうち不動産賃借に対する

担保として、有価証券３百万

円、投資有価証券20百万円を供

しております。 

※２   ―――――― ※２   ―――――― 

※３ このうち短期借入金229百万

円、１年以内に返済予定の長期

借入金36百万円および長期借入

金40百万円に対する担保とし

て、商品554百万円、建物142百

万円、土地228百万円を供して

おります。 

※３ このうち短期借入金13百万

円、１年以内に返済予定の長期

借入金36百万円および長期借入

金４百万円に対する担保とし

て、商品425百万円、建物177百

万円、土地228百万円を供して

おります。 

※３ このうち短期借入金341百万

円、１年以内に返済予定の長期

借入金36百万円および長期借入

金22百万円に対する担保とし

て、商品727百万円、建物181百

万円、土地228百万円を供して

おります。 

※４ このうち受託事業基金に対す

る担保として、投資その他の資

産（その他）232百万円を供し

ております。 

※４ このうち受託事業基金に対す

る担保として、投資その他の資

産（その他）232百万円を供し

ております。 

※４ このうち受託事業基金に対す

る担保として、投資その他の資

産（その他）232百万円を供し

ております。 

※５ 以下の資産を、割賦販売法に

基づいて供託しております。 

※５ 以下の資産を、割賦販売法に

基づいて供託しております。 

※５ 以下の資産を、割賦販売法に

基づいて供託しております。 
  

投資有価証券 1,781百万円
  

投資有価証券 1,808百万円 投資有価証券 1,794百万円

※６   ―――――― ※６ 財務制限条項 ※６   ―――――― 

   平成19年３月28日締結のシ

ンジケートローン契約（借入

残高8,000百万円）には、連

結貸借対照表の純資産の部の

金額を、直前の決算期末の純

資産の部の金額または平成18

年２月決算期末の資本の部に

「少数株主持分」を加えた金

額のいずれか大きい方の75％

以上の金額に維持し、連結損

益計算書上の営業損益に関し

て、２期連続で営業損失を計

上しないとする財務制限条項

が付されております。 

  

 ７ 偶発債務  ７ 偶発債務  ７ 偶発債務 

 連結会社以外の関係会社等

の金融機関からの借入金等に

対する保証債務 

 連結会社以外の関係会社等

の金融機関からの借入金等に

対する保証債務 

 連結会社以外の関係会社等

の金融機関からの借入金等に

対する保証債務 
  

㈱近鉄松下百貨店 831百万円

丸物不動産㈱ 182百万円

㈱和歌山近鉄百貨
店 

29百万円

計 1,043百万円

  
㈱近鉄松下百貨店 815百万円

丸物不動産㈱ 170百万円

㈱和歌山近鉄百貨
店 

40百万円

計 1,026百万円

㈱近鉄松下百貨店 748百万円

丸物不動産㈱ 176百万円

㈱和歌山近鉄百貨
店 

33百万円

計 958百万円

 連結会社以外の関係会社の

金融機関からの借入金に対す

る保証予約 

 連結会社以外の関係会社の

金融機関からの借入金に対す

る保証予約 

 連結会社以外の関係会社の

金融機関からの借入金等に対

する保証予約 
  

㈱近鉄松下百貨店 290百万円

丸物不動産㈱ 111百万円

計 401百万円

  
㈱近鉄松下百貨店 268百万円

丸物不動産㈱ 102百万円

計 370百万円

㈱近鉄松下百貨店 260百万円

丸物不動産㈱ 106百万円

計 366百万円



（中間連結損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額は次のと

おりであります。 
  

貸倒引当金繰入額 103百万円

賞与引当金繰入額 522百万円

退職給付費用 1,285百万円

給料及び手当 10,529百万円

賃借料 6,091百万円

宣伝広告費 3,606百万円

  
貸倒引当金繰入額 16百万円

賞与引当金繰入額 507百万円

退職給付費用 1,239百万円

給料及び手当 10,572百万円

賃借料 5,322百万円

宣伝広告費 3,064百万円

貸倒引当金繰入額 272百万円

賞与引当金繰入額 614百万円

退職給付費用 2,610百万円

給料及び手当 21,292百万円

賃借料 12,302百万円

宣伝広告費 7,464百万円

※２ 固定資産売却益は次のとおり

であります。 

※２   ―――――― ※２ 固定資産売却益は次のとおり

であります。 
  

建物及び構築物 1,551百万円

土地 3,425百万円

その他 0百万円

    
建物及び構築物 1,551百万円

土地 3,425百万円

その他 0百万円

※３ 固定資産除却損は次のとおり

であります。 

※３ 固定資産除却損は次のとおり

であります。 

※３ 固定資産除却損は次のとおり

であります。 
  

  

建物及び構築物 255百万円

器具及び備品 65百万円

  

  

建物及び構築物 101百万円

器具及び備品 19百万円

建物及び構築物 299百万円

器具及び備品 71百万円

※４ 貸倒引当金繰入額は、投融資

先の財政状態および経営状態を

勘案し計上したものでありま

す。 

※４   ―――――― ※４ 貸倒引当金繰入額は、投融資

先の財政状態および経営状態を

勘案し計上したものでありま

す。 

※５   ―――――― ※５   ―――――― ※５ 店舗閉鎖損失は、京都店を閉

店したことに伴う原状回復費用

他諸費用であります。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  
(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加5,176株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少167株は、単元未満株式の売

渡による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  
(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数(株) 

当中間連結会計期
間減少株式数(株) 

当中間連結会計期
間末株式数（株） 

発行済株式  

普通株式 265,042,800 － － 265,042,800 

合計 265,042,800 － － 265,042,800 

自己株式  

普通株式（注） 2,260,455 3,164 － 2,263,619 

合計 2,260,455 3,164 － 2,263,619 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当金
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 
定時株主総会 

普通株式 657 2.50 平成18年２月28日 平成18年５月25日

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数(株) 

当中間連結会計期
間減少株式数(株) 

当中間連結会計期
間末株式数（株） 

発行済株式  

普通株式 265,042,800 － － 265,042,800 

合計 265,042,800 － － 265,042,800 

自己株式  

普通株式（注） 2,268,208 5,176 167 2,273,217 

合計 2,268,208 5,176 167 2,273,217 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当金
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月24日 
定時株主総会 

普通株式 1,051 4.00 平成19年２月28日 平成19年５月25日



前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数(株) 

当連結会計年度減
少株式数(株) 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式  

普通株式 265,042,800 － － 265,042,800 

合計 265,042,800 － － 265,042,800 

自己株式  

普通株式（注） 2,260,455 7,753 － 2,268,208 

合計 2,260,455 7,753 － 2,268,208 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当金
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 
定時株主総会 

普通株式 657 2.50 平成18年２月28日 平成18年５月25日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月24日 
定時株主総会 

普通株式 1,051 利益剰余金 4.00 平成19年２月28日 平成19年５月25日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 
  

平成18年８月31日現在 

現金及び預金勘定 8,349百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 

△391百万円

現金及び現金同等物 7,958百万円

  
平成19年８月31日現在 

現金及び預金勘定 7,496百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 

△371百万円

現金及び現金同等物 7,125百万円

平成19年２月28日現在 

現金及び預金勘定 8,269百万円 

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 

△371百万円 

現金及び現金同等物 7,897百万円 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高 
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 

25 9 － 16 

有形固定
資産・そ
の他 

1,942 762 147 1,031 

無形固定
資産・そ
の他 

69 46 － 22 

合計 2,037 818 147 1,071 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高 
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 

25 13 － 11 

有形固定
資産・そ
の他 

2,491 1,095 147 1,248 

無形固定
資産・そ
の他 

57 38 － 19 

合計 2,574 1,147 147 1,280 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び
構築物 

25 11 － 14 

有形固定
資産・そ
の他 

2,011 951 147 913 

無形固定
資産・そ
の他 

76 52 － 24 

合計 2,114 1,015 147 951 

（注） 取得価額相当額の算定は、

未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産および無

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため

支払利子込み法によってお

ります。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額の算定は、

未経過リース料期末残高が

有形固定資産および無形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため支払利子

込み法によっております。 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額等 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額等 

２．未経過リース料期末残高相当

額等 
  

未経過リース料中間期末残高相
当額 
１年以内 354百万円

１年超 815百万円

合計 1,170百万円

リース資産減損勘
定の残高 

98百万円

  
未経過リース料中間期末残高相
当額 
１年以内 428百万円

１年超 919百万円

合計 1,347百万円

リース資産減損勘
定の残高 

67百万円   

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 351百万円

１年超 682百万円

合計 1,034百万円

リース資産減損勘
定の残高 

82百万円

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額の算定は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産および無形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため支払利

子込み法によっておりま

す。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額の算定は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資

産および無形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため支払利子込み法によ

っております。 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 
  

支払リース料 181百万円

リース資産減損勘
定の取崩額 

16百万円

減価償却費相当額 165百万円

減損損失 －百万円

  
支払リース料 214百万円

リース資産減損勘
定の取崩額 

15百万円

減価償却費相当額 199百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 367百万円

リース資産減損勘
定の取崩額 

32百万円

減価償却費相当額 335百万円

減損損失 －百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成18年８月31日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

 

  
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債 1,808 1,799 △9 

合計 1,808 1,799 △9 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 3,538 5,735 2,197 

(2）債券 － － － 

(3）その他 21 41 20 

合計 3,559 5,777 2,217 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 

非上場外国債券 299 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式 1,989 

(3）その他有価証券 

非上場株式 513 



（当中間連結会計期間末）（平成19年８月31日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

 

  
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債 1,808 1,819 10 

(2）債券 － － － 

(3）その他 299 270 △29 

合計 2,108 2,089 △18 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 3,542 4,951 1,409 

(2）債券 3 3 △0 

(3）その他 21 52 30 

合計 3,567 5,007 1,440 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式 1,981 

(2）その他有価証券 

非上場株式 359 

  



（前連結会計年度末）（平成19年２月28日現在） 
  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  
２．その他有価証券で時価のあるもの 

  
３．時価評価されていない主な有価証券 

  

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年３月１日 至平成19

年８月31日）および前連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日）において、当社グループが利用しているデ

リバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載しておりません。 

  

  

  種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
るもの 

(1）国債・ 
地方債等 

－ － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの 

(1）国債・ 
地方債等 

1,798 1,796 △1 

(2）社債 － － － 

(3）その他 299 285 △14 

小計 2,098 2,082 △16 

  合計 2,098 2,082 △16 

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

(1）株式 2,983 5,093 2,109 

(2）債券 － － － 

(3）その他 21 48 27 

小計 3,005 5,142 2,136 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

(1）株式 556 498 △57 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 556 498 △57 

  合計 3,561 5,640 2,079 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式 2,162 

(2）その他有価証券 

非上場株式 504 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

  

当中間連結会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

  

前連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法：当社の事業区分は事業内容を勘案して決定しております。 

２．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年３月１日 至平

成19年８月31日）および前連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日）において、本邦以外の国又は地域

に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年３月１日 至平

成19年８月31日）および前連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日）において、海外売上高がないた

め、該当事項はありません。 
  

 

  
百貨店業 
（百万円） 

卸・小売業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 143,104 5,763 8,858 157,726 － 157,726

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

80 3,187 5,260 8,528 (8,528) －

計 143,184 8,951 14,118 166,255 (8,528) 157,726

営業費用 141,681 8,981 13,711 164,375 (8,617) 155,758

営業利益又は営業損失（△） 1,502 △30 407 1,879 88 1,968

  
百貨店業 
（百万円） 

卸・小売業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 131,800 4,895 8,085 144,781 － 144,781

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

65 3,056 5,516 8,638 (8,638) －

計 131,866 7,952 13,601 153,420 (8,638) 144,781

営業費用 130,821 7,864 13,315 152,001 (8,765) 143,235

営業利益 1,045 87 286 1,419 127 1,546

  
百貨店業 
（百万円） 

卸・小売業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 297,058 11,033 16,472 324,564 － 324,564

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

149 6,444 10,739 17,333 (17,333) －

計 297,208 17,477 27,212 341,898 (17,333) 324,564

営業費用 293,051 17,391 26,579 337,023 (17,596) 319,426

営業利益 4,156 86 632 4,875 263 5,138



（１株当たり情報） 

  

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

２．１株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 69円43銭

１株当たり中間純利益 ８円58銭

  
１株当たり純資産額 69円85銭

１株当たり中間純損失 ０円49銭

１株当たり純資産額 75円51銭

１株当たり当期純利益 14円99銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。 

  
前中間連結会計期間末
(平成18年８月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年８月31日) 

前連結会計年度 
(平成19年２月28日) 

純資産の部の合計額（百万円） 18,266 18,441 19,896 

純資産の部の合計額から控除する金
額(百万円) 

21 86 52 

（うち少数株主持分） (21) (86) (52) 

普通株式に係る中間期末（期末）の
純資産額（百万円） 

18,244 18,354 19,843 

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた中間期末（期末）の普通株式の
数（千株） 

262,779 262,769 262,774 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日)

中間（当期）純利益又は中間純損失
（△）（百万円） 

2,253 △129 3,939 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）（百万円） 

2,253 △129 3,939 

期中平均株式数（千株） 262,781 262,771 262,779 



（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

────── ────── 

  

  

  

  

当社は、近畿日本鉄道株式会社が

所有する上本町ターミナルビルにお

いて、上本町店を営業しています

が、その土地および建物（店舗部

分）を、平成19年３月１日に同社か

ら取得しました。 

    １．取得の理由 

  当社の重要な営業拠点である

同店において、大規模改装等の

長期的視点に立った投資戦略を

行えるようにするため。 

２．取得資産 

大阪市天王寺区上本町６丁目 

１番１および１番５ 

  土地： 8,653.19㎡（注１） 

  建物： 66,869.08㎡（注２） 

  （注1）公簿面積23,387㎡のうち

持分100分の37 

  （注2）一棟面積70,181.05㎡か

ら鉄道部分3,311.97㎡を

除く区分所有建物 

３．取得価額 12,000百万円 

４．資金の借入 

当該物件の取得資金として同

額の銀行借入を下記のとおり実

行しました。  

(1) 借入先 三菱東京ＵＦＪ銀

行、りそな銀行、三

菱ＵＦＪ信託銀行他 

(2) 利率 1.000%～2.123% 

(3) 実施時期 平成19年3月1日～平

成19年3月30日 

(4) 返済期限 平成24年3月30日

（ 終） 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   6,041   6,144 7,034  

２．受取手形   448   489 426  

３．売掛金   12,125   11,659 12,556  

４．たな卸資産   13,911   13,612 14,017  

５．短期貸付金   2,490   2,440 2,590  

６．その他 ※２ 3,950   3,975 3,749  

７．貸倒引当金   △201   △182 △212  

流動資産合計     38,767 27.2 38,140 25.9   40,162 29.0

Ⅱ 固定資産          

(1）有形固定資産 ※１        

１．建物   15,168   17,378 15,261  

２．建物附属設備   20,174   20,245 20,119  

３．土地   19,505   32,246 19,545  

４．その他   3,522   3,202 3,212  

有形固定資産合計   58,370   73,074 58,138  

(2）無形固定資産   675   958 657  

(3）投資その他の資産          

１．投資有価証券 ※２ 12,657   11,682 12,491  

２．差入保証金   30,479   25,129 28,148  

３．その他   5,140   2,901 3,380  

４．貸倒引当金   △2,346   △2,400 △2,424  

５．投資評価引当金   △1,052   △2,203 △2,203  

投資その他の資産
合計 

  44,879   35,110 39,393  

固定資産合計     103,925 72.8 109,143 74.1   98,189 71.0

資産合計     142,693 100.0 147,283 100.0   138,352 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金   24,516   23,076 24,894  

２．短期借入金 ※４ 15,282   25,500 17,046  

３．未払法人税等   1,312   142 －  

４．商品券   13,510   13,289 13,106  

５．預り金   25,939   25,853 26,967  

６．賞与引当金   439   467 524  

７．商品券等引換損失
引当金 

  ―   1,140 ―  

８．その他 ※３ 5,851   5,234 6,227  

流動負債合計     86,852 60.9 94,704 64.3   88,766 64.2

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金 ※４ 17,218   19,818 13,990  

２．退職給付引当金   14,049   9,698 11,292  

３．その他   3,706   3,277 3,367  

固定負債合計     34,974 24.5 32,794 22.3   28,649 20.7

負債合計     121,827 85.4 127,498 86.6   117,416 84.9

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     13,252 9.3 13,252 9.0   13,252 9.6

２．資本剰余金          

資本準備金   266   266 266  

その他資本剰余
金 

  －   0 －  

資本剰余金合計     266 0.2 266 0.2   266 0.2

３．利益剰余金          

利益準備金   548   653 548  

その他利益剰余
金 

         

固定資産圧縮
積立金 

  －   1,251 －  

固定資産圧縮
特別勘定積立
金 

  －   － 1,251  

繰越利益剰余
金 

  5,704   3,731 4,605  

利益剰余金合計     6,252 4.4 5,636 3.8   6,406 4.6

４．自己株式     △222 △0.2 △224 △0.2   △223 △0.2

 株主資本合計     19,548 13.7 18,930 12.8   19,700 14.2

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券評
価差額金 

    1,317 0.9 855 0.6   1,234 0.9

評価・換算差額等合
計 

    1,317 0.9 855 0.6   1,234 0.9

純資産合計     20,865 14.6 19,785 13.4   20,935 15.1

負債及び純資産合計     142,693 100.0 147,283 100.0   138,352 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     142,857 100.0 131,567 100.0   296,309 100.0

Ⅱ 売上原価     108,667 76.1 99,838 75.9   225,688 76.2

売上総利益     34,189 23.9 31,729 24.1   70,620 23.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    32,185 22.5 30,465 23.1   65,918 22.2

営業利益     2,004 1.4 1,263 1.0   4,702 1.6

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息   24   31 58  

２．その他 ※１ 875 899 0.6 1,185 1,217 0.9 1,688 1,746 0.6

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息   428   593 794  

２．その他 ※２ 283 712 0.5 594 1,188 0.9 617 1,412 0.5

経常利益     2,192 1.5 1,292 1.0   5,037 1.7

Ⅵ 特別利益 ※３   4,828 3.4 560 0.4   4,828 1.6

Ⅶ 特別損失 ※４   2,032 1.4 1,261 1.0   3,700 1.2

税引前中間(当期)
純利益 

    4,988 3.5 591 0.4   6,165 2.1

法人税、住民税及
び事業税 

  1,175   22 361  

法人税等調整額   1,283 2,458 1.7 287 309 0.2 3,121 3,482 1.2

中間(当期)純利益     2,530 1.8 281 0.2   2,683 0.9

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

  

 （注） 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 資本準備金 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰
余金 

平成18年２月28日
残高（百万円） 

13,252 266 482 3,897 4,379 △221 17,676

中間会計期間中の
変動額 

     

剰余金の配当
（注） 

    66 △723 △657   △657

中間純利益     2,530 2,530   2,530

自己株式の取得     △0 △0

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

      －

中間会計期間中の
変動額合計 
（百万円） 

－ － 66 1,806 1,872 △0 1,872

平成18年８月31日
残高（百万円） 

13,252 266 548 5,704 6,252 △222 19,548

  

評価・換算 
差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

平成18年２月28日
残高（百万円） 

1,812 19,489 

中間会計期間中の
変動額 

    

剰余金の配当
（注） 

  △657 

中間純利益   2,530 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

△495 △495 

中間会計期間中の
変動額合計 
（百万円） 

△495 1,376 

平成18年８月31日
残高（百万円） 

1,317 20,865 



当中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

                       

 

  

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備

金 

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 
固定資産

圧縮積立

金 

固定資産

圧縮特別

勘定積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成19年２月28日残高 

（百万円） 13,252 266 － 266 548 － 1,251 4,605 6,406 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当         105     △1,156 △1,051 

中間純利益               281 281 

固定資産圧縮積立金 

の積立 
          1,251   △1,251 － 

固定資産圧縮特別勘定 

積立金の取崩 
            △1,251 1,251 － 

自己株式の取得                  

自己株式の処分     0 0          

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

                 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 0 0 105 1,251 △1,251 △874 △769 

平成19年８月31日残高 

（百万円） 
13,252 266 0 266 653 1,251 － 3,731 5,636 

  

株 主 資 本 
評価・換算 

差額等 

純資産合計

自己株式 
株主資本

合計 

その他有価

証券評価差

額金 

平成19年２月28日残高 

（百万円） △223 19,700 1,234 20,935 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当   △1,051   △1,051 

中間純利益   281   281 

固定資産圧縮積立金 

の積立 
  －   － 

固定資産圧縮特別勘定 

積立金の取崩 
  －   － 

自己株式の取得 △1 △1   △1 

自己株式の処分 0 0   0 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

  － △379 △379 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△1 △770 △379 △1,149 

平成19年８月31日残高 

（百万円） 
△224 18,930 855 19,785 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

  

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計 

固定資産圧
縮特別勘定
積立金 

繰越利益剰
余金 

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

13,252 266 482 － 3,897 4,379 △221 17,676

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     66 △723 △657   △657

当期純利益     2,683 2,683   2,683

固定資産圧縮特別勘定積立金の
積立 

    1,251 △1,251 －   －

自己株式の取得     △1 △1

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

      －

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 66 1,251 708 2,026 △1 2,024

平成19年２月28日 残高 
（百万円） 

13,252 266 548 1,251 4,605 6,406 △223 19,700

  

評価・換算差
額等 

純資産合計
その他有価証
券評価差額金 

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

1,812 19,489

事業年度中の変動額  

剰余金の配当（注）   △657

当期純利益   2,683

固定資産圧縮特別勘定積立金の
積立 

  －

自己株式の取得   △1

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△578 △578

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△578 1,446

平成19年２月28日 残高 
（百万円） 

1,234 20,935



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

      

(1）有価証券の評価基準及

び評価方法 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 同左 同左 

  子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

同左  決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

(2）たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

      

商 品   評価基準  原価法 同左 同左 

評価方法  売価還元法 同左 同左 

貯蔵品   評価基準  原価法 同左 同左 

評価方法  移動平均法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

      

(1）有形固定資産  定額法 同左 同左 

(2）無形固定資産  定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準       

(1）貸倒引当金  売上債権、貸付金などの貸倒れ

による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

(2）投資評価引当金  取引所の相場のない株式を適正

に評価するため、投資先の資産状

態等を勘案して特に計上を要する

と認められる金額を計上しており

ます。 

同左 同左 

(3）賞与引当金  従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会計

期間対応分を計上しております。 

同左  従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当事業年度

対応分を計上しております。 

(4）商品券等引換損失引当

金 

――――――――― 一定期間経過後に収益に計上し

た未引換の商品券等について、将

来の引換時に発生する損失に備え

るため、過去の実績に基づく将来

の引換見込額を計上しておりま

す。 

――――――――― 

  



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(5）退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。 

 会計基準変更時差異については

15年による按分額を費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（14年）による定額法によ

り、発生年度から費用処理してお

ります。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上

しております。 

 会計基準変更時差異については

15年による按分額を費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（14年）による定額法によ

り、発生年度から費用処理してお

ります。 

  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法       

(1）ヘッジ会計の方法  金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているので、

特例処理を採用しております。 

同左 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

      

ヘッジ手段  金利スワップ 同左 同左 

ヘッジ対象  借入金の利息 同左 同左 

(3）ヘッジ方針  借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っております。 

同左 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方

法 

 金利スワップの想定元本、利息

の受払条件（利子率、利息の受払

日等）および契約期間がほぼ同一

であり、金利スワップの特例処理

の要件を満たしているため、有効

性の評価を省略しております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

      

消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 同左 



会計処理の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

――――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号）お

よび「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、20,865百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

   当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日企業会計基準第５号）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、20,935百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

――――――――― （有形固定資産の減価償却の方法） ――――――――― 

  当中間会計期間から、平成19年度

の法人税法改正（（所得税法等の一

部を改正する法律 平成19年３月30

日 法律第６号）および（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日 政令第83号））に伴

い、平成19年４月１日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。 

なお、この変更に伴う当中間会計

期間の損益に与える影響は軽微であ

ります。 

  

――――――――― （商品券等引換損失引当金の計上） ――――――――― 

  一定期間経過後に収益に計上した

未引換の商品券等について、従来、

引換時に損失処理しておりました

が、「租税特別措置法上の準備金及

び特別法上の引当金又は準備金並び

に役員退職慰労引当金等に関する監

査上の取扱い」（日本公認会計士協

会 平成19年４月13日 監査・保証

実務委員会報告第42号）が公表され

たことに伴い、当中間会計期間か

ら、将来の引換時に発生する損失に

備えるため、過去の実績に基づく将

来の引換見込額を商品券等引換損失

引当金として計上しております。 

この変更により、当期首時点で計

上すべき過年度の引当金繰入相当額

1,140百万円を、特別損失として計

上しております。なお、前中間会計

期間と同一の方法によった場合と比

較して、経常利益が０百万円、税引

前中間純利益が1,140百万円それぞ

れ減少しております。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年８月31日） 
前事業年度末 

（平成19年２月28日） 

※１ 減価償却累計額  有形固定資産から直接控除した

減価償却累計額 

 有形固定資産から直接控除した

減価償却累計額 

 有形固定資産から直接控除した

減価償却累計額 

  49,666百万円 51,628百万円 50,882百万円 

※２ 担保資産  不動産賃借に対する担保として

有価証券３百万円および投資有価

証券20百万円を供しております。 

───── ───── 

※３ 消費税等の表示  流動負債のその他には、当中間

会計期間末現在での売上等に係る

消費税および地方消費税から仕入

等に係る消費税および地方消費税

を相殺したものを含んでおりま

す。 

同左 ───── 

※４ 財務制限条項 ───── 平成19年３月28日締結のシンジ

ケートローン契約（借入残高

8,000百万円）には、連結貸借対

照表の純資産の部の金額を、直前

の決算期末の純資産の部の金額ま

たは平成18年２月決算期末の資本

の部に「少数株主持分」を加えた

金額のいずれか大きい方の75％以

上の金額に維持し、連結損益計算

書上の営業損益に関して、２期連

続で営業損失を計上しないとする

財務制限条項が付されておりま

す。 

───── 

 ５ 偶発債務  下記関係会社の金融機関からの

借入金に対し、保証を行っており

ます。 

 下記関係会社の金融機関からの

借入金に対し、保証を行っており

ます。 

 下記関係会社の金融機関からの

借入金に対し、保証を行っており

ます。 

  
  

㈱近鉄松下百貨店 

409百万円

丸物不動産㈱ 

182百万円

㈱近鉄松下百貨店 

400百万円

丸物不動産㈱ 

170百万円

㈱近鉄松下百貨店 

350百万円

丸物不動産㈱ 

176百万円

   下記関係会社等の商取引に対

し、保証を行っております。 

 下記関係会社等の商取引に対

し、保証を行っております。 

 下記関係会社等の商取引に対

し、保証を行っております。 

  
  

ミディ総合管理㈱ 

196百万円

㈱シュテルン箕面 

268百万円

㈱和歌山近鉄百貨店 

29百万円

ミディ総合管理㈱ 

131百万円

㈱シュテルン箕面 

107百万円

㈱和歌山近鉄百貨店 

40百万円

ミディ総合管理㈱ 

114百万円

㈱シュテルン箕面 

377百万円

㈱和歌山近鉄百貨店 

33百万円

   下記関係会社の全国共通商品券

の発行残高に対し、保証を行って

おります。 

 下記関係会社の全国共通商品券

の発行残高に対し、保証を行って

おります。 

 下記関係会社の全国共通商品券

の発行残高に対し、保証を行って

おります。 

  
  

㈱近鉄松下百貨店 

421百万円

保証債務計 

1,508百万円

㈱近鉄松下百貨店 

415百万円

保証債務計 

1,266百万円

㈱近鉄松下百貨店 

398百万円

保証債務計 

1,450百万円



 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年８月31日） 
前事業年度末 

（平成19年２月28日） 

   下記関係会社の金融機関からの

借入金に対し、保証予約を行って

おります。 

 下記関係会社の金融機関からの

借入金に対し、保証予約を行って

おります。 

 下記関係会社の金融機関からの

借入金に対し、保証予約を行って

おります。 

  
  

㈱近鉄松下百貨店 

290百万円

丸物不動産㈱ 

111百万円

㈱近鉄松下百貨店 

268百万円

丸物不動産㈱ 

102百万円

㈱近鉄松下百貨店 

260百万円

丸物不動産㈱ 

106百万円

   下記関係会社の友の会会員預り

金に対し、保証予約を行っており

ます。 

 下記関係会社の友の会会員預り

金に対し、保証予約を行っており

ます。 

 下記関係会社の友の会会員預り

金に対し、保証予約を行っており

ます。 

  
  

㈱近鉄友の会 

4,645百万円

保証予約計 

5,046百万円

㈱近鉄友の会 

2,722百万円

保証予約計 

3,092百万円

㈱近鉄友の会 

4,181百万円

保証予約計 

4,547百万円



（中間損益計算書関係） 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 営業外収益の「その
他」の重要項目 

  

  

家賃収入 286百万円
未請求債務整理益 226百万円

  

未請求債務整理益 527百万円
家賃収入 269百万円

家賃収入 573百万円
未請求債務整理益 413百万円
カード利用手数料 175百万円

※２ 営業外費用の「その
他」の重要項目 

───── 商品券等引換損失引
当金繰入額 

317百万円   ───── 

※３ 特別利益の重要項目   
固定資産売却益 4,828百万円
（内訳）  
建物 1,202百万円
建物附属設備 344百万円
土地 3,277百万円
その他 4百万円

  
投資有価証券売却益 560百万円 固定資産売却益 4,828百万円

（内訳）  
建物 1,202百万円
建物附属設備 344百万円
土地 3,277百万円
その他 4百万円

※４ 特別損失の重要項目   
貸倒引当金繰入額  1,500百万円
貸倒引当金繰入額は、投融資先
の財政状態および経営状態を勘
案し計上したものであります。

固定資産除却損 320百万円
（内訳）  
建物附属設備 255百万円
その他 65百万円

  

商品券等引換損失
引当金繰入額  

1,140百万円

固定資産除却損 121百万円
（内訳）  
建物附属設備 98百万円
その他 22百万円

貸倒引当金繰入額  1,500百万円
貸倒引当金繰入額は、投融資先
の財政状態および経営状態を勘
案し計上したものであります。

固定資産除却損 371百万円
（内訳）  
建物附属設備 289百万円
その他 81百万円

 ５ 減価償却実施額       
  

有形固定資産 
無形固定資産 

  
  1,657百万円
  42百万円

  1,709百万円
  58百万円

  3,377百万円
  89百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加5,176株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少167株は、単元未満株式の売渡

による減少であります。 

  

前事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 2,228,276 3,164 － 2,231,440 

合計 2,228,276 3,164 － 2,231,440 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 2,236,029 5,176 167 2,241,038 

合計 2,236,029 5,176 167 2,241,038 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式（注） 2,228,276 7,753 － 2,236,029 

合計 2,228,276 7,753 － 2,236,029 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 

至 平成19年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年３月１日 

至 平成19年２月28日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資産・そ
の他 

1,584 640 147 796 

合計 1,584 640 147 796 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資産・そ
の他 

2,029 917 147 965 

合計 2,029 917 147 965 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

有形固定
資産・そ
の他 

1,609 792 147 669 

合計 1,609 792 147 669 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

② 未経過リース料期末残高相当

額等 
  

未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 277百万円

１年超 618百万円

合計 895百万円

リース資産減損
勘定の残高 

98百万円

  
未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 339百万円

１年超 693百万円

合計 1,033百万円

リース資産減損
勘定の残高 

67百万円

未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 269百万円

１年超 482百万円

合計 752百万円

リース資産減損
勘定の残高 

82百万円

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

支払リース料 141百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
16百万円

減価償却費相当額 125百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 166百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
15百万円

減価償却費相当額 150百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 284百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
32百万円

減価償却費相当額 251百万円

減損損失 －百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成18年８月31日現在）、当中間会計期間末（平成19年８月31日現在）および前事業年度末（平成19年

２月28日現在）のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（１株当たり情報） 

  

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 79円39銭

１株当たり中間純利益 ９円63銭

  
１株当たり純資産額 75円29銭

１株当たり中間純利益 １円07銭

１株当たり純資産額 79円66銭

１株当たり当期純利益 10円21銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間末

(平成18年８月31日) 
当中間会計期間末

(平成19年８月31日) 
前事業年度 

(平成19年２月28日) 

純資産の部の合計額（百万円） 20,865 19,785 20,935 

純資産の部の合計額から控除する金
額(百万円) 

－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の
純資産額（百万円） 

20,865 19,785 20,935 

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた中間期末（期末）の普通株式の
数（千株） 

262,811 262,801 262,806 

  
前中間会計期間

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日)

前事業年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日)

中間（当期）純利益（百万円） 2,530 281 2,683

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

2,530 281 2,683

期中平均株式数（千株） 262,813 262,804 262,811



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

────── ────── 

  

  

  

  

当社は、近畿日本鉄道株式会社が

所有する上本町ターミナルビルにお

いて、上本町店を営業しています

が、その土地および建物（店舗部

分）を、平成19年３月１日に同社か

ら取得しました。 

    １．取得の理由 

  当社の重要な営業拠点である

同店において、大規模改装等の

長期的視点に立った投資戦略を

行えるようにするため。 

２．取得資産 

大阪市天王寺区上本町６丁目 

１番１および１番５ 

  土地： 8,653.19㎡（注１） 

  建物： 66,869.08㎡（注２） 

  （注1）公簿面積23,387㎡のうち

持分100分の37 

  （注2）一棟面積70,181.05㎡か

ら鉄道部分3,311.97㎡を

除く区分所有建物 

３．取得価額 12,000百万円 

４．資金の借入 

当該物件の取得資金として同

額の銀行借入を下記のとおり実

行しました。  

(1) 借入先 三菱東京ＵＦＪ銀

行、りそな銀行、三

菱ＵＦＪ信託銀行他 

(2) 利率 1.000%～2.123% 

(3) 実施時期 平成19年3月1日～平

成19年3月30日 

(4) 返済期限 平成24年3月30日

（最終） 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書 

 平成19年３月23日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定に基づく臨時報告書であります。 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第113期）（平成18年３月１日～平成19年２月28日）平成19年５月25日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

 平成19年９月25日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および第19号の規定に基づく臨時報告書であります。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  



  

 取締役会 御中 

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

      平成18年11月21日

株式会社近鉄百貨店       

        

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 乾  一良  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 岡田 在喜  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 松本  浩  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社近鉄百貨店の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年３月

１日から平成18年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社近鉄百貨店及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管している。 



  

 取締役会 御中 

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

      平成19年11月19日

株式会社近鉄百貨店       

        

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 乾  一良  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 岡田 在喜  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 松本  浩  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社近鉄百貨店の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成19年３月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社近鉄百貨店及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、一定期間経過後に収益に計上した未引

換の商品券等について、引換時に損失処理する方法から、過去の実績に基づく将来の引換見込額を商品券等引換損失

引当金として計上する方法に変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管している。 



  

 取締役会 御中 

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年11月21日

株式会社近鉄百貨店       

        

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 乾  一良  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 岡田 在喜  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 松本  浩  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社近鉄百貨店の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第113期事業年度の中間会計期間（平成18年３月

１日から平成18年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社近鉄百貨店の平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年

３月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管している。 



  

 取締役会 御中 

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年11月19日

株式会社近鉄百貨店       

        

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 乾  一良  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 岡田 在喜  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 松本  浩  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社近鉄百貨店の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第114期事業年度の中間会計期間（平

成19年３月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社近鉄百貨店の平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年

３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、一定期間経過後に収益に計上した未引換の

商品券等について、引換時に損失処理する方法から、過去の実績に基づく将来の引換見込額を商品券等引換損失引当

金として計上する方法に変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管している。 
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